コミュニティ・スポーツの発展におけるソーシャル・キャピタルの動向に関する研究 : 大分県玖珠郡玖珠町を事例として by 秦 絵莉香 et al.
39
コミュニティ福祉学研究科紀要　第18号（2020）論文
コミュニティ・スポーツの発展における
ソーシャル・キャピタルの動向に関する研究
―大分県玖珠郡玖珠町を事例として―
A study of the modification of social capital in community sports progression 
―Case study in Oita, Kusu―
秦 絵 莉 香  HATA, Erika
立教大学大学院　コミュニティ福祉学研究科 コミュニティ福祉学専攻　博士課程前期課程１年
キーワード：地域コミュニティ、コミュニティ・スポーツ、ソーシャル・キャピタル
Depopulation is one of the major social issues in the countryside. Depopulation is causing 
the fall of communities, and this can be seen in the agricultural areas and the mountainous 
areas of Japan. While depopulation is occurring in the countryside of Japan, the government 
claimed that sports can be the influential tool for reconstructing community of  the countryside. 
However, there are no studies that show the effects of sports on communities. Therefore, this 
paper examines how community sports influenced the social capital of rural area.
Ⅰ．はじめに
1．問題意識
現在、地方地域における過疎化は大きな社会
問題となっている。山内（2009）は「地方にお
ける人口減少は特に農村・中山間地域において
急激な過疎化をもたらし、年々、人口密度の低
い地域が広がりつつある」と述べている。また、
「過疎化によって、地域の産業衰退や生活環境の
悪化を招き、それがさらに人口減少を加速化さ
せ、最終的には地域コミュニティとしての機能
が喪失し、集落が消滅することになる」と述べ、
地方地域でも、特に、農山村地域の現状につい
て警鐘を鳴らしている。これらに対して、今あ
る地域コミュニティをどのように再構築してい
くか、それに向けてどのような取り組みが行わ
れているのかを知り、充実させていくことが重
要になるだろう。
地域コミュニティの定義について、ヒラリー
（1955）は多数のコミュニティ定義を整理し、“地
域性” と “共同性” の2つの要素を抽出した。こ
こでいう “地域性” とは「コミュニティが一定
の空間的範域を示す」という概念であり、“共
同性”は「コミュニティが社会的共同生活を示
す」という概念である。また、マッキーバー
（1975） はコミュニティを「空間的範域を伴っ
て、自然発生的な共同生活が行われる社会」と
定義し、両者に共通している概念は、「コミュニ
ティが空間的範域をもち、そこで共同生活が営
まれている」ことである。国民生活審議会調査
部会（1969）は、地域コミュニティを「生活の
場において、市民としての自主性と責任を自覚
した個人及び家庭を構成主体として、地域性と
各種の生活目標を持った、開放的で構成員相互
に信頼感ある集団」と定義している。これは、
ヒラリーとマッキーバーの定義に「構成員が互
いに信頼関係をもっていること」を加えた。さ
らに山崎（2006）は「コミュニティは、地域住
民が生活者の視点で生活の場を見直し、共通の
問題関心のもとに、共同の力で地域問題を解決
していくための活動の場」とし、コミュニティ
に「共に問題解決を行う場」としての位置付け
40
コミュニティ・スポーツの発展におけるソーシャル・キャピタルの動向に関する研究
を加えた。
これらのことから、地域コミュニティは「空
間的範域を伴い、その中で共同生活を行う構成
員が互いに信頼関係をもち、共通の問題に対し
て、その解決に向けた取り組みを行う場」であ
ると定義できるだろう。そして、このコミュニ
ティ再構築について松尾（2013）は「コミュニ
ティ形成の基盤は、アソシエーションの中で、
個々の価値観や身体性をスポーツ等の遊戯空間
において、共有・共感しながら、お互いの相互
承認を基盤とした『つながり』を日常的に構築
することにある」と述べ、スポーツという身体
活動がコミュニティに与える影響について言及
している。そこで本研究では、農山村における
スポーツ活動の場の実状を調査し、その場がも
つ地域コミュニティの再構築の可能性について
調査する。
2．コミュニティ・スポーツに関する先行研究
1973 年、経済企画庁は「経済社会基本計画
─活気ある福祉社会のために─」において、ス
ポーツがコミュニティ形成の有力な手段となり
得るとの理由から「コミュニティ・スポーツ」と
いう用語を登用した。厨（1977）は、コミュニ
ティ・スポーツについて「地域性を契機として
施設を共有するという条件下での自発的活動の
中から醸成される“われわれ意識”が何らかの形
で地域社会形成への意欲とその集団化を志向す
る要素を含んでいる活動」と定義している。ま
た倉沢（2002）は、コミュニティスポーツが社
会活動に発展する可能性について「スポーツと
いう比較的自由な、誰にとっても楽しい活動を
通してできる人間関係は、スポーツ以外の社会
的活動にも発展しやすい」と言及し、その理由
を「同じ地域に住むもの全員が、同一の活動に
従事するのではなく、特定の（スポーツ）種目
という関心の共同が人々を結びつけることによ
り、個人の主体的・自主的な行動と、他の人々
との共同活動という、一見相反する方向を両立
させ結びつけ得る」と述べている。しかし、こ
れに対して、伊藤・松村（2009）は「スポーツ
がその理念に対して、いかなる『コミュニティ』
を形成したのか、またそれは、どのような『ス
ポーツ』であったのかという研究はほとんどな
い」と述べ、コミュニティ・スポーツ論におけ
る実証性の欠落を指摘している。
一方、1995 年から 2003 年にかけて文部科学
省は「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事
業」を実施した。この事業は、国民の身体的な
健康増進はもちろんのこと、他者との交流や協
働、そして行政への政策提言や「まちづくり」
などの市民活動を担う組織となる「スポーツ公
共圏」としての機能を期待されものであった。
松尾（2000）は、これらのスポーツ組織を「ス
ポーツの公共性に基づいた、行政と住民の新た
なるスポーツの〈場〉の形成を担保する拠点」
と据え、「単なるスポーツ愛好者の集まりとして
ではなく、スポーツ拠点を担保し、自立した住
民を育む拠点」となる「市民的公共圏」として
の機能を求めた。さらに、清水（1999）は、「ク
ラブをつくるということは、スポーツクラブが
様々な生活課題について論じあい、相互に学び
合う場となり、自前の地域ビジョンを練り上げ、
住民の互助互酬的な関係によってスポーツを含
めた様々な生活欲求が充足される新たな社会セ
クターの建設を意味する」と述べ、松尾と同様
にスポーツの場における「公共圏」としての機
能について言及している。「公共圏」について論
じる彼らが重要視する観点は、「コミュニケーシ
ョン」の場である。スポーツの場は「様々な生
活課題について論じあい、相互に学び合う場」
（清水，1999）と想定され、そこで「相互交換」
や「相互交流」（菊，2000）が図られることが理
想とされる。
よって、コミュニティ・スポーツ論は実証性
に欠けるものの、「スポーツの場でのコミュニ
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ケーションから『公共圏』が創出され、ここで
の活動が活性化（生活課題解決への動き）する
ことで、地域コミュニティの再構築につながる
可能性がある」ということであり、これは「ス
ポーツがコミュニティに与える影響」と言うこ
とができるかもしれない。
3．ソーシャル・キャピタルについて
ここで、ソーシャル・キャピタルについて見
ていきたい。ブルデュ （ー1986）はソーシャル・
キャピタルについて「多少とも制度化された関
係の永続的ネットワーク、お互いに知り合いで
あり認め合うネットワーク関係の所有、つまり
あるグループのメンバーであることと関係する、
現実及び潜在的なリソースの集合である。これ
は各々のメンバーに所有された資本、多様な意
味を持つ信用を付与する一種の信任状にあたる
ものである」と述べている。さらに、パットナ
ム（1993）は「ソーシャル・キャピタルは人々
の協調行動を活発にすることによって、社会の
効率性を高めることのできる『信頼』『互酬性の
規範』『ネットワーク』といった社会的仕組みの
特徴」と定義している。これらを踏まえ、稲葉
（2011）はパットナムの著書「孤独なボウリン
グ」から、白人男性が同じボウリングチームに
所属し、肝臓移植を待つ黒人男性に臓器提供を
申し出る話を取り上げ、「ソーシャル・キャピ
タルは多くの場合、利他的な行為を伴う」と述
べた。そして、経済学で使われる「外部性：あ
る取引が当該者以外の第三者に及ぼす影響」（稲
葉，2011）を引用し、一人が無償の利他的行為
をすれば、それがまた別の利他的行為を生むと
し、ソーシャル・キャピタルを新たに「心の外
部性を伴った信頼・規範・ネットワーク」と定
義した。つまり、ソーシャル・キャピタルは、
日頃の付き合いを基盤にしており、その関係性
を活性化・活発化するための資源と考えること
ができる。地域コミュニティの再構築を考える
とき、そのコミュニティのソーシャル・キャピ
タルの動向や構成するアクターを調査すること
で、再構築にむけた視座が得られるものと考え
る。
Ⅱ．本研究の目的
これまで、第1節では農山村の地域コミュニテ
ィの現状と課題について論じ、第 2 節では、コ
ミュニティ・スポーツの先行研究から、スポー
ツの場における「公共圏」創出について論じた。
しかし同時に、コミュニティ・スポーツ論は理
想的に語られるきらいがあり、「実証性をもつ研
究がほとんどない」という課題が明らかになっ
た。また、第 3 節ではソーシャル・キャピタル
についても触れ、コミュニティを調査するにあ
たり、そのコミュニティのソーシャル・キャピ
タルの動向を調査することの重要性についても
論じた。
一方筆者は、大分県玖珠郡玖珠町（以下、玖珠
町）という農山村地域において、コミュニティ
再構築を目的としたスポーツ活動の展開を行っ
てきた。これは、地域活動の核である学校を中
心に、地域の関心の的となる「こども」を対象
に「ダンススイミング」という水中スポーツを
展開する活動である。またこの活動は、「学校」
「教育委員会」そして、まちづくりを担う「行政
担当者」や「商工会議所」などのアクターが連
携を組むきっかけとなり、今後の地域コミュニ
ティ再構築への足掛かりとすることを企画した
取り組みである。
そこで、本研究では、筆者が展開するスポー
ツ活動の場において、事業展開前と展開後の各
アクターの地域に対する意識の変容を調査し、
スポーツの場を展開することで、「既存の地域コ
ミュニティがどのような動向を示したか」そし
て、「再構築にはどのような課題が残されている
のか」を明らかにする。
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Ⅲ．玖珠町の歴史的経緯と課題
1.  玖珠町の地理
ここからは、研究フィールドである玖珠町に
ついて見ていく。玖珠町は、大分県の中西部に
位置し、大分市からは西側約60キロの場所に位
置している。南部はわずかに熊本県と接し、町
域は九州山地に含まれることから、多数の台地
が盆地を取り囲む特徴的な景観を呈している。
さらに、町域の多くは耶馬日田英彦山国定公園
に指定されており、北部には西日本最大の自衛
隊演習場である、日出生台演習場が莉位置して
いる。地区は 「森地区：岩室・日出生・帆足・
森」「玖珠地区・大隈・小田・塚脇・山浦・山
田」「八幡地区：綾垣・太田・古後・山下」「北山
田地区：戸畑・四日市」 と4つに分かれており、
町の中心は久大本線豊後森駅付近である （特に
森地区帆足・森、玖珠地区塚脇）。ここには商店
街、大型店、大分合同新聞社玖珠支局、玖珠土
木事務所などが立地し、中学校や高校も位置す
る。
2．1965 年～1980 年の玖珠町　
1965 年（昭和 40 年）、玖珠町の人口は 25,565
人、1970年（昭和45年）23,828人、1975年（昭
和50年）22,369人、1980年（昭和55年）22,775
人と 15 年間で 2,790 人の減少があった。中でも
中年層以上の増大と若年層の減少はこの頃から
顕著に表れ、65歳以上の高齢化も進んだ年代で
あった。この頃、まちの産業構造は、建設業・
製造業・卸小売業・サービス業、そして公務業
（これは自衛隊駐屯地があるため）が盛んであっ
た。一方で、農業への就業者離れが深刻化し始
めた年代である。よって、まちの政策にもこの
対策は織り込まれ、米作中心の農業から畜産、
野菜、果実、生したけなど、多種品目の「複合
経営農業」の振興が進められた。また、インフ
ラ整備についても、九州横断自動車道の整備、
都市公園の整備が進められた。（玖珠町，1973）
3．1980 年～1990 年代の玖珠町
1980 年の人口は前節にもあるよう、22,775 人
であった。これを最高に、1990年には20,907人、
1995年19,659人と15年間で約2,000人の減少が
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あったとともに、総人口が 20,000 人を切る時代
に突入した。また、90年代後半には、少子高齢
化に伴うこどもの減少で高校・中学の統廃合が
議論され始めた。こうした状況に対して、「企
業誘致」や「人口Uターン」が推進され、さら
には、若者が戻って来たいと思えるようなまち
にするための「地域デザイン」政策も進められ
た。産業構造についてあまり変化はなかったも
のの、人口減少に伴う就業人口の減少は著しか
った。（玖珠町，1993）
4．2000 年代の玖珠町
2000年に入ると人口は18,988人とさらに減少
し、2005 年 18,276 人、2010 年 17,054 人、2015
年には一気に 15,823 人に減少した。これは、就
学・就労による若者の減少はもちろんのこと、
玖珠町に駐在する自衛隊員の数が減らされた影
響を受けている。さらには、2015 年に町内 2 つ
の高校が統合、2019年には町内７つの中学校が
一つに統廃合された。また、産業構造について
は、これまで就労人口の多かった建設業は伸び
悩み、卸売業・小売業の就労人口、さらには売
上も群を抜いて高くなった。そして、観光の推
進から、宿泊業・飲料サービス業の就労人口も
増えている。一方で、農業の担い手不足や、耕
作放棄地の増大といった産業課題や、高齢化に
伴う福祉課題も出てきている。（玖珠町，2015）
　2019年12月現在、玖珠町の人口は15,238人
となっており、将来の人口推移予想では、2025
年に13,205人、2030年には11,959人とかなりの
減少が予測される。加速する人口減少により、
限界集落となりつつある玖珠町において、地域
コミュニティ衰退の現状は深刻さを増す一方で
ある。
Ⅳ．事業内容と調査について
1．「ダンススイミング」事業について
2018 年、玖珠町の中学校（森地区：森中学
校）において「ダンススイミング」事業を展開
した。ダンススイミング協会（2002）によると、
「ダンススイミングは足が付くプールで、あま
り泳げなくても世代・性別を問わず、シンクロ
ナイズドスイミングやダンスの要素を前向きな
姿勢で取り入れ、想像力と創造力を用いて、協
力と信頼を体感しながら、作品を観てもらうこ
とを目標とする水中レジャースポーツ」と定義
されている。ここにある、世代・性別を問わな
い点や、競争ではなく共創を重視する点は、松
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尾（2013）の「コミュニティ形成の基盤は、ア
ソシエーションの中で、個々の価値観や身体性
をスポーツ等の遊戯空間において、共有・共感
しながらお互いの相互承認を基盤とした『つな
がり』を日常的に構築することにある」とリン
クするものがあり、これが玖珠町において「ダ
ンススイミング」というスポーツを導入した理
由でもある。
事業を始めるにあたり、最初に向かったのは
展開場所の中学校である。当時、町内には 7 つ
の中学校があったが、その中から、筆者の出身
校でもある森地区：森中学校を選定し、学校長
に「ダンススイミング」の話を持ち掛けた。し
かし、「学校だけでは判断できない」との理由か
ら、玖珠町教育委員会に話をし、さらには、行
政でまちづくりを担う部署である企画商工観光
課にも事業説明を行った。こうして、各組織に
それぞれ事業説明を行うことで筆者の事業は学
校の場での活動を承諾された。
2018 年度 4 月から開始された事業は、4 月：
「ダンススイミング」導入に向けたアスリート
による講演会・6 月：プールでの「ダンススイ
ミング」実践開始・８月：中学生たちが行って
きた「ダンススイミング」発表会。という流れ
であった。この期間中、生徒たちは町営のプー
ル（森地区にある施設）を利用しての活動とな
った。学校側は、授業時間を使い中学校から約
1.5キロ離れたプールへ出向き生徒たちの練習時
間を確保した。また、施設は町が無償で貸し出
してくれることとなり、一般開放している横で
練習をしたり、一般開放外の時間に練習を行っ
た。こうした、中学生たちの学校外での活動は、
中学校・行政の関りだけでなく、地域の人々の
目にも触れ、地域の施設を活用したり、そこで
の発表会を行うことで、中学生と地域の人との
交流にもつながる事業となった。
2．調査枠組み
今回の調査では、事業に関わった主要アク
タ （ー学校長・教育委員会・行政担当者・商工
会）の事業前・事業後の意識調査を行った。ま
ず、事業実施前に各アクターが持っていた地域
コミュニティに対する評価や問題意識について
調査し、実施中・実施後でどのような意識変容
を持ったのかをインタビュー調査した。
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3．調査概要
調査対象者
・中学校校長
・教育委員会担当者
・行政担当者
・商工会関係者
調査時期
・2018 年 2 月～2019 年 4 月
調査項目
・「ダンススイミング」事業開始前の地域に対す
る問題意識
・「ダンススイミング」事業実施後の地域に対す
る問題意識
・「ダンススイミング」事業実施前の事業に対す
る評価
・「ダンススイミング」事業実施後の事業に対す
る評価
調査方法
・インタビュー調査　
Ⅴ．調査結果
1． 「ダンススイミング」事業実施前のコミュニ
ティに対する評価と問題意識
ここからはまず、「ダンススイミング」事業
実施前の地域コミュニティに対する評価・問題
意識について、各アクタ （ー学校長・教育委員
会・行政担当者・商工会員）に行ったインタビ
ュー調査から明らかにしていく。
アクター 回答
学校長Ａ氏 ・「どんどん生徒数も減ってきて、この地区にも力がなくなってきているから、せめて
学校（生徒）だけでも元気でいたいと思うね。でも、具体的に何をしたら良いかって
いうのは、自分のプランではあるけど、学校全体で動くには時間がかかるからね。
・「行政（町当局・教育委員会）はこの事業についてかなり興味を持っていた。そし
て、その成功に向けて、練習施設を公開してくれたり、非常に大きな強力体制をと
ってくれたと思います。」
教育委員会Ｂ氏 ・「前年度中学生にとったアンケート調査で、「将来の夢がある」という玖珠の子ども
たちの割合が全国平均を下回っていた。子どもたちに夢がないということが何を表
しているか大人がしっかり考えなきゃと思ってます。」
・「今までにない事業を中学校に入って行うということに、まず驚きがありました。最
初に話を聞いたときは、本当にやるのか？と半信半疑だった。だけど、教育委員会
だけでは決められないこともあり、県に許可をとり・町長に許可をとり、と色々な
部署との連携が必要だった。さらには、同じ町役場で仕事をしていても、教育委員
会と企画商工観光課が絡むことはほとんどなかったから、この事業をきっかけに交
流できたと思う。」
行政担当者Ｃ氏 ・「まちのために「ダンススイミング」事業を企画することに驚きがあったが、成功し
たらおもしろいだろうなと思ったし、行政側が連携をとって協力体制をつくらなけ
ればと思った。」
・「いつもこうした良い事業が出てきても、数年間で終了してしまう。まちも、事業も
持続可能性についてもっと考えなきゃいけないと思うよ。」
商工会員Ｄ氏 ・「どんどん子どもが少なくなっていて、まちのお祭りとか5年後どうなるんだろうっ
てみんな言ってるから、こういう事業を機に「地域の行事に参加する」とかなると
面白いのにね。」
・「ダンススイミング」事業は面白い発想と思った。だけど、僕たちが何かイベントを
やろうとか、新しい事業をしてみたいと思っても、なかなか行政は賛同してくれな
かったし、予算とかそういう話になってくるから、その辺りは大丈夫なのかな。と
心配だった。」
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インタビューをもとに、各アクターが意識す
る地域の課題に共通していることは、“こども”
というキーワードであろう。人口減少に伴いこ
どもの数も減少するまちの状況に危機感を抱い
ており、伝統文化の継承や地域の活力に影響が
出ると指摘している。また、どのアクターも町
に対しての課題意識があるものの、意識のみに
とどまっており、課題解決に向けた具体的な取
り組みは行われていないようだった。
一方で、まちの危機感に対する意識とは別に、
学校を活用して事業展開をすることで、その準
備段階において、各アクターが連携をとらざる
を得ない状況が出てきた。教育委員会は学校と
の連携はもちろんのこと、「同じ町役場で仕事を
していても、教育委員会と企画商工観光課が絡
むことはほとんどなかったから、この事業をき
っかけに交流できたと思う」にもあるよう、本
研究を契機として、他部署と交流し、同じ事業
に取り組むことになった点は特筆される。
2． 「ダンススイミング」事業実施後のコミュニ
ティ再構築に向けた意識
次に、「ダンススイミング」事業実施後の地域
コミュニティ再構築に向けた意識について、各
アクタ （ー学校長・教育委員会・行政担当者・
商工会員）に行ったインタビュー調査から明ら
かにしていく。
事業展開後に明らかになったことは、事業前
の中学校・教育委員会・企画商工観光課との連
携に加え、図 3 事業実施後の学校長からコミュ
ニティ課題の白い印でも表しているよう、この
事業をきっかけに、中学生が地域の活動に実際
に参加したという事である。僅かではあるが、
コミュニティの危機意識に対する具体的な行動
を見ることが出来た。また、今回の事業では中
学校から約 1.５キロ離れたプールへ出向き、生
徒たちの練習時間を確保したことで、こどもた
ちが地域の施設・住民と触れ合う良い機会とな
った。そして、行政担当者の発言「町営プール
の利用率もなかなか上がらなかったんだけど、
こうして学校の取り組みでプールに来てくれる
と、学校以外でも『プールに行こう』ってなる
と思う。一種の学校の使い方みたいなものも学
んだ」にもあるよう、「地域課題がある」状態か
ら、「地域課題に対してどう取り組むか」という
意識の変容につながったと考えられる。
図2
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3．調査によって明らかになったこと
本研究では、筆者が展開するスポーツ活動の
場において、事業展開前と展開後の各アクター
の地域に対する意識の変容を調査し、スポーツ
の場を展開することで、「既存の地域コミュニテ
ィがどのような動向を示したか」を明らかにす
アクター 回答
学校長Ａ氏 ・「実施期間中、授業時間を考慮したりと先生方への負担はかなり大きかったと思いま
す。でも、発表会を終えて『学級づくりにとても役立った』いう先生方の声もあっ
たし、その後の学級活動、体育祭、修学旅行での生徒たちの活力につながっている
と思います。また、学校側も「ダンススイミング」事業を機に、生徒が地域の方と
交流することの大切さを知ったので、事業後に行われた森地区の運動会に中学生全
員で参加したりもしました。自治会長さんも『中学生の参加で活気ができた』と喜
んでいましたよ。」
教育委員会Ｂ氏 ・「すごく良い取り組みで『ほんとにやったんだ』と思ったよ。期間中は自分も教育委
員として練習や発表会を見に行ったけど、何より生徒が楽しんでいたのが良かった
と思うよ。是非、継続して続けていってほしいイベントなので持続可能性をもっと
考えた方が良いよ。」
行政担当者Ｃ氏 ・「生徒は楽しんでいたし、とても良い経験になったと思う。けど、この事業が地域に
浸透したかは微妙だし、1 年でそこまではいかないと思うからぜひ続けていってほ
しいね。」
・「町営プールの利用率もなかなか上がらなかったんだけど、こうして学校の取り組み
でプールに来てくれると、学校以外でも『プールに行こう』ってなると思う。一種
の学校の使い方みたいなものも学んだかな。」
・「行政といってもいかに各部署が縦割りの組織であるかを分かってもらえたと思う。
色々な部署と関わる事業だったから、役所内でもっと連携をとらなければと実感し
たよ。」
商工会員Ｄ氏 ・「すごく生徒が楽しそうに取り組んでいる姿が印象的で、学校からプールまでみんな
が走って通っていた風景がとっても新鮮だった。こっちが元気をもらったよ。商工
会としてもっとこの事業に関われれば学校と地域との懸け橋となっていけると思う
んだけど、どうしても学校が関わってくると介入するのが面倒でね。」
図3
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ることが目的であった。事業前の調査では、各
アクターが地域課題として「少子化による将来
への不安」を挙げている。しかしながら、少子
化に対する地域への課題意識はあるものの、課
題解決に向けた具体的な取り組みについてはイ
ンタビュー調査では明言されなかった。一方、
事業展開を行うにあたり、活動場所を「学校」、
練習場所を「町営の施設」にしたことで、活動
場所である「学校」、学校組織を統括する「教育
委員会」、施設管理者である「行政」と3つの主
要なアクターが連携をして事業を展開する構図
となった。これは、筆者が行う事業にとっても
ポジティブな要素であるが、その他の活動にも
つながる構図になり得たのかもしれない。
事業後の調査では、事業の展開を通して地域
と交流をもったことで、これまで参加していな
かった地区の運動会に「学校（こどもたち）が
参加した」という事例が分かった。「ダンススイ
ミング」事業とは直接関係はないものの、事業
により地域と交流する意味を知った学校教員か
らの意見で実現したという。ここで、地域に対
して持っていた課題意識を課題解決へ向けた取
り組みとして発展させた事例を見ることもでき
よう。また、これらの動きから「ダンススイミ
ング」事業を通して、各アクターが地域コミュ
ニティの再構築に向けて動き出す様相は、ソー
シャル・キャピタル活性化の様相を捉えること
もできよう。
4．残された課題
調査では主要なアクターが連携をして事業を
展開する構図が明らかになった。しかし、「商工
会」はその構図に入っていない。実際、事業展
開のアドバイスや、「ダンススイミング」発表
会の呼びかけ・観覧に最も尽力してくれたアク
ターであったものの、実践者でもなければ、学
校・行政の一員でもないという微妙な立ち位置
となっていることが浮き彫りとなった。さらに、
事業実施後の調査では「商工会としてもっとこ
の事業に関われれば学校と地域との懸け橋とな
っていけると思うんだけど、どうしても学校が
関わってくると介入するのが面倒でね」と発言
し、学校という一見囲われた場所への入りにく
さを窺わせた。
また、この事業が玖珠町の地域コミュニティ
にとってポジティブな要素を創出させたことは、
インタビュー調査から知ることが出来たが、こ
の事業がスポーツではなく、何かのお祭りであ
っても同じような現象が起こったかもしれない。
つまり、本研究においても「なぜ、コミュニテ
ィ再構築にスポーツが有効であるのか」につい
てはっきりさせることには限界があった。今後
は、事業対象の幅も広げつつ、事業を支える人
のみならず、事業：「ダンススイミング」実践者
への調査も必要となってくる。また、今回の研
究では、地域コミュニティにおいて「ダンスス
イミング」という種目の体験授業を意図的に事
業化することで、地域コミュニティの主要なア
クターの意識や行動がどのように変容するのか
という手法を用いて研究を進めた。意図的な介
入実施という独創的な手法に基づいた研究であ
り、この手法の評価についても、今後さらに検
討することとしたい。
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